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Ａ．研究目的 

2019年、本邦での臓器提供数は125例であった。 

臓器提供は増加傾向にあるものの、欧米と比較す

ると臓器提供数が極端に少ない事が知られている。

一方で、世論調査によると臓器提供をしてもよいと

考える国民は4割を超えている。また、本邦では少

なくとも年間2000例程度の臓器提供が可能な脳死 

の患者が存在すると報告されている。その4割が臓 

 

器提供の希望があるとすると、少なくとも800例ほど

の臓器提供の希望がある脳死患者があることとなり、

実際の臓器提供件数とは大きな隔たりがある。この

原因のひとつは、急性期病院にて脳死となった患

者、またその家族の思いを拾えていない可能性が

高いのではないかと考えている。 

病院の救急部門では、日々救命のための懸命

な治療が行われている。しかし、それにもかかわら

研究要旨： 

静岡県では臓器提供の経験がない（少ない）施設でも安心して提供ができるように、また、臓器

提供が日常診療の妨げにならないように、地域内の相互支援体制の構築にむけた話し合いを開

始した。 

2019年、日本臓器移植ネットワークにより臓器提供施設連携体制構築事業が始まった。聖隷浜

松病院が拠点施設となり、静岡県臓器提供支援チームに参加する施設を中心に連携体制の構築

をすすめた。前年度よりすすめてきた支援医師を派遣できる体制を整え、実際に県内で行われた

臓器提供4事例に支援を行うことが出来た。また、他病院のスタッフが実際の法的脳死判定を見学

する事も出来た。一方で、臓器提供の可能性がある事例をどのように把握し、どのように多施設の担

当者と共有するかが課題として挙げられた。 

救急来院した患者とその家族は、急な出来事に大きな不安を抱えていることが多い。臓器提供に

なる患者の家族はさらに辛い思いを抱えているため、適切なタイミングで患者家族への支援を開始

する必要がある。地域の連携体制構築をすすめる上では、支援を開始する目安となる基準を設定

することが有用だと考える。脳損傷がある患者がGCS３となった際には救急病院の現場と連携事務

局とが情報共有することを提案する。 

上記基準を導入することにより、救急医療の現場では治療と並行して適切なタイミングで家族支

援を始める事が可能となる。同時に、連携事務局では臓器提供をすると仮定した際の適応・禁忌事

項の判断、支援体制の構築を始める事を想定している。また、この基準を導入することにより重症脳

損傷の患者の一覧を作成することが可能となる。重症脳損傷の患者一覧を用いることで臓器提供

が出来た症例だけでなく臓器提供に至らなかった症例の振り返りも可能となる。現在は臓器提供が

出来た症例の振り返りは各施設で行われているが、臓器提供が出来なかった症例にどんな問題が

あったのか振り返ることは出来ていない。治療、家族支援、双方の視点から症例の経過を振り返る

事が出来、ひいては重症患者管理、臓器提供それぞれのシステム改善につながるのではないかと

考える。 

静岡県では臓器提供に際し、より良い対応が出来るよう、病院の枠を超えた連携を開始した。臓

器提供が可能な患者の思いを家族と共有するため、患者家族支援を重視し、患者・家族がより安心

して治療を受けられる環境整備に努めている。また、今後は地域内にて適切なタイミングでの情報

共有をすすめ、個々の症例に対するより良い対応を目指すと共に、臓器提供システムの質改善にも

繋げていきたい。 
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ず救命できない症例も少なからず存在する。その

ような救命できなかった患者のなかに脳死患者は

含まれる。救急・集中治療における終末期医療の

ガイドラインには、救命できなかった際には患者の

意思に沿った選択をすることと記載されている。忙

しい急性期病院の救急部門で患者の意思を患者

家族と共に考えていくことが求められている。 

本邦における臓器提供数からすると、一施設で

臓器提供を繰り返し経験しノウハウを蓄積すること

は難しい。また、臓器提供を円滑に進めるために

は人的、物的資源が必要であり、日常診療に支障

をきたすことも少なくない。これは災害対応に似て、

院内だけでの対応では限界があり、地域での相互

支援が必要だと考える。 

静岡県では臓器提供の経験がない（少ない）施

設において安心して提供ができるように、臓器提供

が日常診療の妨げにならないように、地域内での

相互支援体制の構築を目指した。 

 

Ｂ．研究方法 

平成31年度（令和元年度）、日本臓器移植ネット

ワークによる臓器提供施設連携体制構築事業が始

まった。聖隷浜松病院が拠点施設となり、県内の５

類型病院に連携を打診、施設承諾を得た施設が連

携病院となった。前年度始まった静岡県臓器提供

支援チームの活動はこの事業で引継ぐこととなった。

連携施設ミーティングで話し合い体制整備をすす

めた。 

  

Ｃ．研究結果 

  2019年から臓器提供施設連携体制構築事業が

始まり聖隷浜松病院が拠点施設として選ばれた。

連携施設は静岡県の５類型施設のうち施設の承諾

を得た10施設が参加した。 

連携体制ミーティングは2回開催（9月25日、12

月17日）、拠点病院での臓器提供シミュレーション

を連携施設スタッフにも公開し開催した（11月9日）。

日本救急学会中部地方会にて連携体制事業と共

催でワークショップ“臓器提供を考える”を開催した

（11月23日）（図１）。約50名の参加があり、活発な

ディスカッションが行われた。また、地方会翌日（11

月24日）にサテライトハンズオン、臓器提供施設連

携体制構築事業研修会として“急性期終末期医療

における家族への対応-脳死下臓器提供に際し医

療者としてよりよい対応を考える-”を開催し34名が

参加、5グループでグループワーク、ロールプレイ

等を行った（図２）。 

連携施設内での臓器提供事案がある際の支援

と見学が出来るよう取り決めを行い、院外医師が提

供病院に赴き支援した事例が4事例、他施設スタッ

フの見学が１事例あった。 

 

Ｄ．考察 

静岡県では静岡県臓器提供支援チームを立ち

上げた。5類型病院の医師の中から臓器提供の経

験があり趣旨に賛同する者をチームメンバーとした。

さらに、相談内容に個人的に対応するのではなく、

チームとして対応できるように、県内の臓器提供事

例の概要を共有し、話し合える場を設定した。臓器

提供の現場から要請を受けた際には、このメンバー

の中から対応する医師を選定し、メンバー同士で

相談しながら対応できる体制を準備した。 

また、臓器提供の経験がない施設で体制整備を

行うに際しては、体制整備をすすめるスタッフと経

験がある病院のスタッフとの交流が有用である。臓

器提供シミュレーション、学会のワークショップ、研

修会は、その交流を促進する上で非常に有益な機

会となっていた。このスタッフ同士の交流が、後の

提供事案の見学にもつながった。 

臓器提供の経験が少ない病院で実際に臓器提

供の可能性がある症例が発生した際には、病院ス

タッフの様々な相談に静岡県臓器移植コーディネ

ーターが対応する。しかし、患者の検査結果の判

断、治療方針の考え方など臨床上の疑問には医

師でないと対応できない事もあり、臓器提供サポー

トチームの医師が県コーディネーターと協力して対

応することとした。将来的には法的脳死判定に係

わる判定医の支援や、患者家族対応の支援、脳波

検査を施行する臨床検査技師の支援も視野に入

れている。一方で、臓器提供の可能性がある事例

をどのように把握し、どのように多施設の担当者と

共有するかが課題として挙げられた。 

救急医療の現場では救命のための最善の治療

を行っても救命できない状況に至ることがある。そ

のような患者の中に臓器提供の対象となる患者は

含まれる。その患者家族は、患者の急な悪化に悲

しみ困惑している事が多いため、患者家族に寄り

添い支援する必要がある。適切な家族支援を行う

事によって患者の意思に沿った治療を行うことが可

能となり、その中で臓器提供に関する患者や家族
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の意思を的確にくみ取ることにつながると考える。 

地域の連携体制構築をすすめる上では、適切な

タイミングで患者家族への支援を実施するため支

援を開始する目安となる基準を設定することが有用

だと考える。脳損傷がある患者がGCS３となった際

には救急病院の現場と連携事務局とが情報共有

することを提案する。欧米ではGCS＜８もしくは≦５

で情報共有している地域が多い。しかし、本邦では

GCS＜８または≦５の状態では、治療によって回復

する可能性があるため臓器提供を考えるのは尚早

だとする意見が多い。よって、”脳損傷がありGCS３”

で情報共有し、治療を継続すると共に臓器提供に

ついても念頭に置いた対応を試行したい。 

現場では治療と並行して家族支援を行い、事務

局では臓器提供をすると仮定した際の適応・禁忌

事項の判断、支援体制の構築を始める必要がある。

また、重症脳損傷の患者の一覧を作成することに

より、臓器提供が出来た症例だけでなく臓器提供

に至らなかった症例の振り返りも可能となる。一連

の流れを振り返り、治療、家族支援それぞれの質

改善につなげることが出来る。これは、臓器提供シ

ステムの質改善になるだけでなく、重症患者管理

の観点からも有用である。 

 

Ｅ．結論 

静岡県では臓器提供に関し、個々の症例に対し

より良い対応が出来るよう、病院の枠を超えた連携

を開始した。今後は救急医療の現場から連携事務

局に連絡を入れる一定の基準が必要だと考えられ

た。その基準として”脳損傷があり、GCS3の症例”

を提案する。 

早期に適切なタイミングで家族支援を行い、臓

器提供の対象となる患者の思いを家族と共有する

必要がある。患者家族支援を重視し、個々の患者・

家族がより安心して治療を受けられる環境整備に

努めている。その結果として臓器提供の数が増え

移植医療の発展にも寄与するのではないかと考え

る。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 

Ｇ．研究発表 

 

 1. 論文発表 

     なし 

 2. 学会発表 

   ・渥美生弘、石川牧子：静岡県での取り組み-提

供医サイドの協力・連携体制の構築. 第35回

腎移植・血管外科研究会 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 

 1. 特許取得 

     なし 

 2. 実用新案登録 

     なし 

 3.その他 

なし 
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図１ 
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図２ 
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図３ 
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